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オウンドメディアである「OPEN 
HUB Media」の記事は年間約 120
本、イベント・セミナーは約 90回
に及ぶ。その特徴は、NTT Comの
ソリューション訴求に捉われない多
角的な視点にある。メルマガ会員は
約 40万人というだけあって “気づ
き”を創出し、クリエイティビティ
を刺激する内容は、読み物としても

非常に読み応えがある。既に答が出
ているものを取り上げるのではな
く、答えを読者と共に探求するとい
うコンセプトに基づき、全体の軸と
なる ISSUE（特集）を設定、特集
に合わせて JOURNAL（記事）、
PROJECT（事例紹介）、EVENT（イ
ベント・セミナー）なども企画・発
信している。
●ISSUE（特集）
3か月に 1度のスパンで新たなイ

ンサイトを発信（図 1）。例えば

OPEN HUB の４つの機能のうちの１つである「OPEN HUB Media（以下、「MEDIA」）」は、企業の DX 推進やビジネ
ス創出に役立つ情報豊かで幸せな未来をとして社外に向けて発信している。最新トレンドと独自のインサイトを網羅した
コンテンツは幅広い層から多くの関心を集めている。

2 MEDIA

クリエイティビティを
刺激するオウンドメディア

ビジネスに繋がるインサイトを発信し
事業共創文化を創る
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図 1  過去に発信した ISSUE
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2023年 11月からは GX特集とし
て「脱炭素のためにデジタルででき
ること」をテーマに、世界中で加速
するカーボンニュートラルへの動き
とデジタル技術の活用についての問
いを投げかけた。“GXとは何か？”
から始まり、カーボンニュートラル
と脱炭素との違い、企業が GXに取
り組む際のメリット・デメリット、
政府の取り組み、事例紹介までをわ
かりやすい解説と発想力を刺激する
クリエイティブで紹介した。
●JOURNAL（記事）
有識者へのインタビューや先進事
例など、最新トレンドにフォーカスしな
がらも独自のインサイトを網羅したコ
ンテンツを企画制作。新規ビジネス
創出へのヒントとなる情報を届ける。
中でも、さまざまな領域のクリエ
イターを招き、社会の本質を見抜く
洞察力を探求する連載シリーズ
「Creator's Voice」は非常に興味深
く反響も大きい。樋口恭介氏（SF
作家）、山口周氏（独立研究者）、豊
田啓介氏（建築家）、渡邉康太郎氏（コ
ンテクストデザイナー）など第一線
で活躍する人物に対し、毎回
OPEN HUBの Catalystがインタ
ビューするスタイルで構成される。
●PROJECT（事例）

OPEN HUBで生まれた共創プロ

が積み重ねてきたレガシー（資産、
アセット、技術など）をかけ合わせ
ることで、新しい価値を生み出し、
複雑化する社会課題を解決するプロ
ジェクトを評価する。

「MEDIA」はOPEN HUBの存
在や活動を幅広い層に認識してもらう
エントランスとしての役割を担う。「今
後、OPEN HUBの活動をMEDIA
を通じて積極的に発信することで、
NTT Comの DXや共創に関する事
業認知やお客様からの期待値を高め
ていきたいと思います。また、Forbes 
JAPAN Xtrepreneur AWARD へ
の取り組みについてもさらに充実を図
り、共創を文化として定着させていき
たいと思います。」（矢三氏）。

ジェクトの“いま”を発信。社会実
装済の事例のほか、進行中のプロ
ジェクトについても随時アップデー
トし紹介する（図 2）。
●EVENT（イベント・セミナー）
“明日から使える先端技術の紹介” 
“未来を思考するトークセッション”
など最新技術やトレンドに関するイ
ベントやセミナーを開催。記事を読
むだけでは理解しづらい内容も、有
識者や Catalystが生の声で解説す
ることで、読者・視聴者の理解度を
あげビジネスへのインサイトを深め
る工夫を凝らしている。

「MEDIA」を運営するうえで、
“NTT Com＝インフラ事業者”という
イメージを払拭したかったと語る矢三
氏は、兼ねてより外部のメディアと連
携した取り組みを模索していたという。
社会課題が複雑化する中、企業が自
社のみで取り組むことには限界があ
る。しかし共創により、課題を解決す
るだけでなく社会の流れをも変ること
ができる。そうした想いの下、NTT 
Comは、グローバルビジネス誌
Forbes JAPANと 共 に「Forbes 
JAPAN Xtrepreneur AWARD 
2023 」を立ち上げた（図 3）。

Xtrepreneur
とはアントレ
プレナーでも
イントレプレ
ナーでもない、
次世代を担う
多様な事業共
創家を意味す
る。そして本ア
ワードは企業

図 3　Forbes JAPAN Xtrepreneur 
AWARD 2023

※1 https://forbesjapan.com/feat/xtrepreneur_
award_2023/

企業の
事業共創文化を創る

より広い層へのアプローチと
共創文化の定着を目指して

図 2　過去に発信した PROJECT


